
社会・援護局地域福祉課



１.「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現に向けた取組の推進について

○「地域共生社会」の実現に向けた取組について

①「地域共生社会」の実現に向けた取組

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画

し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住

民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すも

のである。

厚生労働省では、「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」（平

成 29 年２月７日厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定）

をとりまとめ、「地域共生社会」の実現に向けた改革の骨格として、(1)「地

域課題の解決力の強化」、(2)「地域丸ごとのつながりの強化」、(3)「地域を

基盤とする包括的支援の強化」、(4)「専門人材の機能強化・最大活用」の４

つの柱を掲げている。

このうち、「地域課題の解決力の強化」については、(1)住民相互の支え合

い機能を強化し、公的支援と協働して、地域課題の解決を試みる体制の整備、

(2)複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築、(3)地域福祉計画の充実

を改革の骨格としており、これらを実現するため、地域包括ケアシステムの

強化のための介護保険法等の一部を改正する法律により、社会福祉法を改正

したところである。

また、「地域を基盤とする包括的支援の強化」については、地域包括ケアの

理念を普遍化し、高齢者のみならず、障害者や子どもなど生活上の困難を抱

える方が地域において自立した生活を送ることができるよう、地域住民によ

る支え合いと公的支援が連動し、地域を「丸ごと」支える包括的な支援体制

を構築し、切れ目のない支援を実現することを目指している。



②「地域包括ケアシステム」と「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制」

との関係について

「地域包括ケアシステム」は、高齢期のケアを念頭に置いた概念として使

用してきており、引き続き推進していく。

（参考） 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第 64 号）（抄）

第二条 この法律において「地域包括ケアシステム」とは、地域の実情に応じて、高齢者が、可能な

限り、住み慣れた地域でその有する能力 に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、

介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援

状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保され

る体制をいう。

一方、地域共生社会の実現に向けては、「地域包括ケア」の「必要な支援を

包括的に提供する」という考え方を、障害者、子ども等への支援や、複合課

題（※）にも拡げた包括的支援体制を構築していく必要がある。

※複合課題の例

高齢の親と無職独身の５０代の子どもが同居している世帯（「８０５０」）、介護と育児に同時に

直面する世帯（「ダブルケア」）など

「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制」とは、このように「地域

包括ケア」の理念を普遍化し、高齢者のみならず、障害者、子どもなど生活

上の困難を抱える方への包括的な支援体制とするものである。また、地域共

生社会は、地域包括ケアシステムを包含する概念である。



③改正社会福祉法の内容

複合化した課題を抱える個人や世帯に対する支援や「制度の狭間」の問題

など、既存の制度による解決が困難な課題の解決を図るため、地域住民によ

る支え合いと公的支援が連動した、包括的な支援体制の構築を目指し、地域

包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律により、

社会福祉法が改正されたところである。（平成 29 年６月２日公布）

ア 改正社会福祉法第４条第２項の趣旨

改正社会福祉法第４条第２項は、地域住民や福祉関係者が、(1)本人のみ

ならず、その人が属する世帯全体に着目し、(2)福祉、介護、保健医療に限

らない、様々な生活課題を把握するとともに、(3)行政などと協働し、課題

を解決していくことが必要である旨を定め、「我が事・丸ごと」の包括的支

援の理念を明確化している。
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（地域福祉の推進）

第４条

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及びその世

帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護

状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育

に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービス

を必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上で

の各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を

行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意

するものとする。

イ 改正社会福祉法第 106 条の２の趣旨

改正社会福祉法第 106 条の２は、複合化・複雑化した課題を抱える個人

や世帯に対する適切な支援・対応を行うため、地域子育て支援拠点や地域

包括支援センター、障害者相談支援事業所など福祉の各分野における相談

支援事業者が、利用者からの相談を通じて、利用者自身とその利用者の属

する世帯が抱える生活課題を把握した場合に、必要に応じて適切な機関に

つないでいくことを努力義務としている。

（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務）

第 106 条の２ 社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち、次に掲げる事業を行うもの（市町村

の委託を受けてこれらの事業を行う者を含む。）は、当該事業を行うに当たり自らがその解決に資

する支援を行うことが困難な地域生活課題を把握したときは、当該地域生活課題を抱える地域住民

の心身の状況、その置かれている環境その他の事情を勘案し、支援関係機関による支援の必要性を

検討するよう努めるとともに、必要があると認めるときは、支援関係機関に対し、当該地域生活課

題の解決に資する支援を求めるよう努めなければならない。

一 児童福祉法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠点事業又は同法第十条の二に規定

する拠点において同条に規定する支援を行う事業

二 母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第二十二条第一項に規定する母子健康包括支援セ

ンターを経営する事業

三 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号に掲げる事業

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第三号に掲

げる事業

五 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条第一号に掲げる事業

ウ 改正社会福祉法第 106 条の３の趣旨

改正社会福祉法第 106 条の３第１項は、(1)地域住民が自ら暮らす地域の

課題を「我が事」として捉えられるような地域づくりの取組（下の図の【１】）、

(2)様々な相談を「丸ごと」受け止める場の整備（下の図の【２】）、(3)相

談機関の協働、ネットワーク体制の整備（下の図の【３】）などを通じ、包

括的な支援体制を整備していくことを市町村の新たな努力義務としている。



また、第２項に基づく市町村が取組を進めるに当たっての指針について

は、昨年 10 月に設置した「地域における住民主体の課題解決力強化・相談

支援体制の在り方に関する検討会（地域力強化検討会）」（座長：原田正樹

日本福祉大学教授）での議論を踏まえつつ、今秋を目途に策定する予定と

している。

（包括的な支援体制の整備）

第 106 条の３ 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関

係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する

支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等が

相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民

等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事業

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提

供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整

備に関する事業

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他

の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資

する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な

指針を公表するものとする。



エ 改正社会福祉法第 107 条及び改正第 108 条の趣旨

改正社会福祉法第 107 条は市町村地域福祉計画、第 108 条は都道府県地

域福祉計画の充実について定めている。具体的には、地域福祉計画の策定

が、任意とされていたものを努力義務とするとともに、策定に際しては、

高齢者、障害者、児童等の福祉の各分野における共通的な事項を横断的に

記載する、いわゆる「上位計画」として位置づけられるものとしている。

（都道府県が策定する地域福祉支援計画についても同様。）

なお、計画策定のガイドラインについては、今般の社会福祉法改正の内

容を踏まえ、今秋を目途に改めてお示しすることを予定している。

（市町村地域福祉計画）

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以

下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福 祉に関し、共通して取り

組むべき事項

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民

等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよ

う努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。



（都道府県地域福祉支援計画）

第 108 条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる広域的な見地

から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「都

道府県地域福祉支援計画」という。）を策定するよう努めるものとする。

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組

むべき事項

二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項

三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項

四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のための基盤

整備に関する事項

五 市町村による第百六条の三第一項各号に掲げる事業の実施の支援に関する事項

２ 都道府県は、都道府県地域福祉支援計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、

公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう

努めるものとする。

３ 都道府県は、定期的に、その策定した都道府県地域福祉支援計画について、調査、分析及び評価

を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該都道府県地域福祉支援計画を変更す

るものとする。

オ 改正法附則の趣旨

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律の附則第２条において、「公布後３年を目処として、社会福祉法第 106

条の３第１項に規定する市町村における包括的な支援体制を全国的に整備

するための方策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて所要の措置を講ずるものとする」旨規定されている。

平成 29 年度予算において、各自治体の創意工夫ある取組を支援するモデ

ル事業（「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業、20 億円）を計上して

いるところであり、このモデル事業を通じて、地域の実情に応じた好事例

をつくるとともに、全国的に体制を整備していく上での課題や論点を抽出

して検討を進めていく。

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険方等の一部を改正する法律 附則（抄）

（検討）

第２条 政府は、この法律の公布後 3年を目途として、第八条の規定による改正後の社会福祉法第

106 条の３第 1項に規定する体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必要があ

ると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
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